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Pakistan is geographically situated between China and the Gulf. In order 
to balance its strategic position against the major security threat of India, 
Pakistan formed a special and stable strategic alliance with China against 
common threats since the period of the cold war even though the two 
countries have neither a political ideology nor political system in common. On 
the other hand Pakistan established another special relation with Saudi 
Arabia on the basis of Islamic identity. With its expanding economic capacity, 
China proposed a project by the name of “new silk road economic corridor” 
with the intention of expanding and multiplying trade routes with the Middle 
East and Europe.  
 
Within this framework Pakistan is expected to expand the role of an 
alternative land route that connects the Gulf and China for use if unfavorable 
emergencies occur in the Malacca route. However, the continuous political 
uncertainty in Afghanistan after the pullout of US-NATO fighting forces at 
the end of 2014 and sporadic outbreaks of terrorist acts by Pakistan Taliban 
in Pakistan have increased China’s anxiety regarding Uyghur issues at home. 
Avoiding military options for the moment, China is trying to find ways to play 
an active role in the security issues of Afghanistan with help from Pakistan if 
available.  
 
On the other hand, it is noteworthy that the Pakistani government 
formed in the general election of 2008 completed its full term and transferred 
authority to the newly elected government in 2013, something never observed 
before in Pakistan’s history. Coincidently, in Afghanistan the presidential 
election was carried out peacefully in 2014 in spite of the Taliban threat. 
Although it is too early to make any definite conclusion, constitutional 
processes, in spite of their defects, reflected to some extent wishes for normal 
life of the people of Pakistan and Afghanistan who were disgusted with weak 
governance and the prevalence of terrorism. 
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1 http://europa.eu/newsroom/highlights/special-coverage/eu_sanctions/index_en.htm#5 
2 2014年 8月以降 12月まで下落率は 50%となり、2015年 1月 30日現在の WTI先物価格はバ
レル当たり 48 ドルとなっている。OPEC で最大の発言権を有するサウジアラビアのナイミ石油
相は 12 月 22日のフィナンシャル・タイムズとのインタビューで例え 20ドルまで下落しても減
産その他の措置をとらないという爆弾発言を行った。 
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ン・サックスによって新興経済圏（Brazil, Russia, India, China and South Africa: BRICS）
に次ぐ可能性のある新興経済圏、いわゆるネクスト・イレブンの一国と見られている 3。パ
キスタンの経済力・技術力は軽視すべきではない。 
                                                     
3  “The N-11: More Than an Acronym” - Goldman Sachs study of N-11 nations, Global 
Economics Paper No: 153, March 28, 2007 
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スタン内政への発言力を行使してきた。2013 年 6 月首相に返り咲いたナワーズ・シャリー














あったが、当初中国の支援を得て開発した JF-17 戦闘機が 2014 年 12 月初頭のカラチでの
国際防衛展示会に登場するに至った。パキスタンは JF-17戦闘機を国産戦車や偵察用無人機
と並ぶ兵器輸出の柱にする方針である。JF-17 は中国とパキスタンが共同開発した単座式全
天候型多用途戦闘機で、マッハ 2 の速度で飛行でき、空中給油も可能である。2003 年に中
国の成都で試験飛行も行われ、中国では「梟龍」（枭龙）、パキスタンでは「サンダー」
（Thunder：「雷」）という愛称で知られる。パキスタン国産機は、まずパキスタン空軍に引
                                                     
4 19世紀末に英領インドで生まれたイスラーム的宗教運動 
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中国とサウジアラビアを中心とする湾岸諸国（Gulf Cooperation Council: GCC加盟国お
よびイラク・イラン）との貿易関係は近年深まっている。IMFの貿易統計によれば 2012年
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6 『人民日報』2014年 11月 23日 
7 『人民中国』2014年 9月号 35 ページ 
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(1) 米 NATO軍の軍事作戦の終了 
米NATO軍は 2014年 12月 28 日にアフガニスタンでの 13 年にわたる米主導の国際治安
支援部隊（International Security Assistance Force: ISAF）の「不朽の自由」作戦を正式
に終了した。ISAFには約 50 の国が関与した。この作戦で外国兵約 3500 人が戦死したが、




2015年 1月 1日からは米軍 1万 800人を主体とする 1万 3500人からなる訓練と一部戦闘
を担う支援部隊による「断固たる支援」作戦業務に引き継がれたが、今後はアフガン軍と警
察に治安の責任主体が移転される。しかし米NATOとアフガニスタンの間に引き続き一定数















臨んだが、軍事的にも支配に失敗したのである。今度は 2001 年 10 月に米国は「ソ連の失
敗」は繰り返さないという自信を基礎にアフガニスタン攻撃を開始し、ターリバーン政権の
打倒には成功したが、その後安定した政権樹立には成功せずターリバーンの復活を許した。
                                                     
8 The International New York Times, Dec.28, 2014 
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後 3 か月半を経た 2015 年 1 月 12 日に至ってようやく閣僚名簿が発表された。解決すべき
困難な課題が山積しているが、何とか組閣にたどり着けたことの意義は小さくはない。 
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し合った。翌日の発表では、中国はアフガニスタンに新規援助 20 億元（約 3 億 3000 万ド
ル）の供与を約束し、今後 5 年間で 3000 人のアフガン人の職業訓練で協力することになっ





2014 年 11 月 29 日、孙特別代表は公の席で初めて、パキスタンのペシャーワルでアフガン・
ターリバーンの代表者と会い、中国がアフガニスタンの和平プロセスに参加する条件について協議
                                                     
9 The International New York Times, Nov.4, 2014 
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（China National Petroleum Corporation: CNPC）は 2011年にアムダリア流域での石油ガ
ス探査権を獲得している。 












カシュミール帰属問題は 1947 年 8 月の独立以降、両国の深刻な対立問題となり、今日に至
るまで解決の目途が立っていない。その対立は領土紛争であると同時に建国理念の対立でも
ある。印パ対立において両国の人口規模・経済力・正規軍規模などを比較すればインドが圧
                                                     
10 http://thediplomat.com/2015/01/china-hosted-afghan-taliban-for-talks-report/ 
11 『毎日新聞』2014年 12月 5日 
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ある。アフガン・ターリバーンに刺激を受けながら 2007 年 12 月に結成されたTTPは、ア

















                                                     
12 Mujahid Hussain, Punjab Taliban-Driving Extremism in Pakistan, 2012, Pentagon Press, 
New Delhi 
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（Pakistan Peoples Party: PPP）は世俗主義的傾向を有する政党とされているが、2007 年
に暗殺されたブットー女史は首相時代（1993～1996）にアフガン・ターリバーンの育成で
指導的役割を果たしたことが知られている。さらに新興政党であるパキスタン正義運動









も 2013 年 5 月に行われた国民議会選挙の結果、多数を占めたムスリム連盟（N 派）のナ
ワーズ・シャリーフが首相に任命された。正式の手続きを通じて前政権の PPP のアシュラ












る。2014年 6月 10日、カラチ国際空港が 10人の機関銃で装備したグループによって襲撃
され犯人を含む 36 人が殺害された。これは TTP とウズベキスタン・イスラーム運動
（Islamic Movement of Uzbekistan: IMU）のメンバーが参加したもので、IMUが自国内の
反体制運動の性格から脱し国際的ジハード集団に転化してきていることを示すものであった。
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また 12 月 16 日、ペシャワールの軍関係者の子弟が多い陸軍パブリック学校で、TTP によ
る襲撃により生徒 132 人を含む 152 人が殺害されるという悲劇が起きた。これは規模の大
きさ、犠牲者が学校の生徒であったことから、パキスタン世論にも深刻な衝撃を与えた。
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 （2015年 2月 1日脱稿） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
